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              原告　　　        株式会社東芝
              代表者代表執行役　　　
              訴訟代理人弁理士　鈴  江  武  彦
              同　　　　        河  野    　哲
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              同　　　　        原    　拓  実
              同　　　　        小  林  幹  雄
              同　　　　        寺  脇  秀  德
              同　　　　        小  柴  亮  典
      
              被告　　　        特許庁長官
                                中  嶋   　誠
              指定代理人　　　  望  月  章  俊
              同　　　　        山  本  春  樹
              同　　　　        小  池  正  彦
              同　　　　        伊  藤  三  男
                    主文
          １　原告の請求を棄却する。
          ２　訴訟費用は原告の負担とする。
                    事実及び理由
第１　請求
    　特許庁が不服２００４－４０８５号事件について平成１７年２月８日にした
審決を取り消す。
第２　事案の概要
    　本件は，後記特許の出願人である原告が，特許庁から拒絶査定を受けたの
で，これを不服として審判請求をしたところ，特許庁が審判請求は成り立たないと
の審決をしたことから，その取消しを求めた事案である。
第３　当事者の主張
  １　請求の原因
    (1)　特許庁における手続の経緯
      　原告は，平成６年８月３１日，名称を「符号化データの蓄積・転送装置」
（ただし，その後「圧縮符号化データの蓄積または転送装置および方法」と改称）
とする発明につき特許出願をし（甲７，８。以下「本願」という。），その後，平
成１５年１月２８日付けで手続補正をした（甲９）。ところが，特許庁は，本願に
つき拒絶査定をしたので，原告は，これを不服として審判請求をし，特許庁はこれ
を不服２００４－４０８５号事件として審理することとした。
      　そして，同事件の係属中の平成１６年３月３１日，原告は，再び特許請求
の範囲の減縮等を目的とする補正（以下「本件補正」という。）を請求したが（甲
１０），特許庁は，平成１７年２月８日，本件補正を却下した上で，「本件審判の
請求は，成り立たない。」との審決（以下「本件審決」という。）をし，その謄本
は平成１７年２月１８日原告に送達された。
    (2)　発明の内容
      ア　平成１５年１月２８日手続補正時の請求項は１ないし８から成り，その
内容は，下記のとおりである（甲９。このうち，請求項１に係る発明を，以下「本
願発明」という。）。
                                      記
        「【請求項１】伝送路の誤りから圧縮符号化データを保護するための伝送
路符号が付加されたデータを受信する受信手段と，前記受信手段により受信され
た，伝送路符号が付加された前記データを復号して前記データから蓄積や転送にと



って不必要な前記伝送路符号を取り除くデータ加工手段と，前記データ加工手段に
より前記伝送路符号を取り除かれて得られた圧縮符号化データを蓄積または転送す
る手段と，を備えることを特徴とする圧縮符号化データの蓄積または転送装置。」
        【請求項２】ないし【請求項８】は省略。
      イ　平成１６年３月３１日付けの本件補正によりそれまでの請求項７，８は
削除され，請求項は１ないし６から成ることとなったが，本願発明に対応する請求
項１の内容は，下記のとおりである（甲１０。以下，本件補正後の請求項１に係る
発明を「本願補正発明」という。）。
                                      記
        「【請求項１】伝送路の誤りから圧縮符号化データを保護するための伝送
路符号が付加されたデータを受信する受信手段と，前記受信手段により受信され
た，伝送路符号が付加された前記データを復号して前記データから蓄積や転送にと
って不必要な前記伝送路符号を取り除くと共に，前記伝送路符号よりも規模の小さ
な誤り訂正符号を付加するデータ加工手段と，前記データ加工手段により前記伝送
路符号が取り除かれると共に，前記規模の小さな誤り訂正符号が付加された圧縮符
号化データを蓄積または転送する手段とを備えることを特徴とする圧縮符号化デー
タの蓄積または転送装置。」
        【請求項２】ないし【請求項６】は省略。
    (3)　審決の内容
      ア　審決の内容は，別紙審決写しのとおりである。
        　その理由の要旨は，本願補正発明は，下記の引用例に記載された引用発
明及び周知例１ないし４に示される周知技術に記載された発明に基づいて，当業者
が容易に発明をすることができたから，特許出願の際独立して特許を受けることが
できず，本件補正は却下されるべきである。そして，補正前の本願発明は引用発明
及び上記周知技術に記載された発明に基づいて当業者が容易に発明をすることがで
きたから，特許法２９条２項により特許を受けることができない等としたものであ
る。
                              記
        ・引用例　　特開平３－２３７６６０号公報（甲１。以下，ここに記載さ
れた発明を「引用発明」という。）
        ・周知例１　特開平３－１９４７７５号公報（甲２）
        ・周知例２　特開平６－６７５７号公報（甲３）
        ・周知例３　特開平６－２９９５９号公報（甲４）
        ・周知例４　特開平５－３３６０８０号公報（甲５）
      イ　なお，審決は，引用発明を次のとおり認定し，本願補正発明と引用発明
との間には，次のような一致点と相違点があるとした。
        （引用発明）
        　静止画情報符号に誤り訂正符号が付加された符号列を受信し，誤り訂正
符号を削除した静止画情報符号を記録する符号記録装置。
        （一致点）
        　「伝送路の誤りから圧縮符号化データを保護するための伝送路符号が付
加されたデータを受信する受信手段と，前記受信手段により受信された，伝送路符
号が付加された前記データを復号して前記データから蓄積にとって不必要な前記伝
送路符号を取り除く手段と，前記取り除く手段により前記伝送路符号が取り除かれ
ると共に，取り除かれた前記データを蓄積する手段とを備える圧縮符号化データの
蓄積装置」である点。
        （相違点１）
        　本願補正発明は，「データ加工手段」が，「伝送路符号を取り除くと共
に，伝送路符号よりも規模の小さな誤り訂正符号を付加」しているのに対して，引
用発明では，伝送路符号を取り除いているが，伝送路符号よりも規模の小さな誤り
訂正符号を付加していない点。 
        （相違点２）
        　本願補正発明は，圧縮符号化データを蓄積，または，転送するのに対し
て，引用発明では，記録（蓄積）するとの記載である点。
    (4)　審決の取消事由
      　しかしながら，本件審決は，本願補正発明と引用発明との相違点の判断を
誤り，本願補正発明が特許出願の際独立して特許を受けることができないとして，
本件補正を却下した認定判断の誤りがあるから，違法として取り消されるべきであ



る。
      ア　取消事由１（相違点１の判断の誤り）
        　審決は，本願補正発明と引用発明との相違点１について，「周知例１，
２に示されるように「データに誤り訂正符号を付加して蓄積すること」は周知であ
り，周知例３，４に示されるように，「伝送状態に応じて，誤り訂正能力を変更し
た誤り訂正符号を付加する」ことは，周知であり，誤り訂正符号を付加して蓄積す
る際，伝送路に送信するよりも，伝送路誤りが生じないならば，誤り訂正能力の低
い，すなわち，規模の小さな誤り訂正符号を付加すれば良いことは明らかであるか
ら，引用例に記載された発明において，伝送路符号を取り除くと共に，伝送路符号
よりも規模の小さな誤り訂正符号を付加するデータ加工手段を有するようにするこ
とは，当業者が容易になし得ることと認められる」（６頁３２行～７頁５行）と判
断したが，次に述べるとおり，誤りである。
        (ア)　引用発明に周知例１，２の周知技術を適用したことの誤り
          ①　引用発明（甲１）は，「伝送符号を記録媒体に記録するにあたり，
比較的小容量の記録媒体に多くの情報符号を記録できるようにした符号記録装置及
び記録再生装置を提供することを目的」とし（２頁左下欄１４行～１７行），符号
列から伝送路用の誤り訂正符号を記録前に削除してより多くの主情報符号が記録で
きるように構成された発明（２頁右下欄７行～１２行）である。
            　他方，周知例１，２に示された周知技術は，審決が認定するように
「データに誤り訂正符号を付加して蓄積すること」であり，記録前に符号列に対し
て何らかの符号を付加するものであるから，引用発明の上記目的は，これと相反す
るものである。
            　また，引用発明で削除される誤り訂正符号の規模と，周知例１，２
で付加される誤り訂正符号の規模は，いずれが大きいか分からないから，引用発明
に周知例１，２を適用して，誤り訂正符号の付け替えを行うと，記録前に削除され
る誤り訂正符号よりも，記録前に付加される誤り訂正符号の方が，規模が大きくな
り，結果的に，記録媒体に記録される符号量が増大する事態となる。なお，削除す
べき誤り訂正符号の最初と最後が判別できれば除去することが可能であり，その規
模を知らなければ除去ができないものではない。
            　さらに，引用例及び周知例１，２のいずれにも，蓄積前に誤り訂正
符号を符号列からいったん削除しながら，同じ蓄積前に誤り訂正符号を付加するこ
と，言い換えれば，誤り訂正符号を付け替える思想は存在せず，その開示もない。
            　このように引用発明の上記目的は，引用発明に周知例１，２の上記
周知技術を適用する際の阻害要因となる。
          ②　また，引用発明には受信データから誤り訂正符号を削除することが
開示され，周知例１，２には入力されたデータに誤り訂正符号を付加することが開
示されているにすぎず，引用発明（伝送のための誤り訂正符号）及び周知例１，２
（記録のための誤り訂正符号）には，いずれも単一の誤り訂正符号が構成要素とし
て含まれるのみであり，引用発明及び周知例１，２にはいずれも複数の誤り訂正符
号の規模を比較する旨の技術思想は開示されていないから，複数の誤り訂正符号の
規模について全く関知しない引用発明に周知例１，２の周知技術を採用するのは前
提において無理がある。
          ③　したがって，「符号削除」を目的とする引用発明に「符号付加」を
目的とする周知例１，２をあえて適用しようとするのは当業者にとって不自然であ
り，しかも，誤り訂正符号が記録に有益であることが分かっている状況であれば，
既に付加されている誤り訂正符号を削除して，新たな誤り訂正符号を付加するとい
った付け替えをわざわざ行うのではなく，既存の誤り訂正符号をそのまま記録にも
利用すれば足りると発想するのが自然であるから，引用発明に周知例１，２の周知
技術を適用して，伝送路符号を取り除くと共に，伝送路符号よりも規模の小さな誤
り訂正符号を付加するデータ加工手段を有するようにすることは，当業者が容易に
なし得るものではない。
          ④　これに対し被告は，削除する符号の規模（削除符号規模）よりも，
周知例１，２で示された周知技術の採用により付加される誤り訂正符号の規模（付
加符号規模）の方が大きくなるような場合であっても，周知技術を採用することに
よるメリットがデメリットよりも大きいと判断される場合には，当業者は当該周知
技術の採用を指向すると主張するが，単に記録時に誤り訂正符号を付加するだけも
引用発明の目的に相反するのに，ましてや付加符号規模が削除符号規模よりも大き
くなることは引用発明の目的と逆のことを指向するものであり，このような適用を



当業者は指向しないと考えるのが相当である。
            　また，被告は，削除符号規模よりも付加符号規模が大きくなるよう
な場合であっても，記録に不要な伝送路符号を削除しない場合に比べれば記録媒体
に記録される符号量は減少するから，引用発明の所期の目的は達成されていると主
張するが，前述のとおり，引用発明の目的は記録媒体に多くの主情報符号を記録で
きるようにすることであり，その構成は伝送路符号を削除するものであって，引用
発明は符号削除を趣旨とする技術にすぎず，誤り訂正符号を付加する旨を開示して
おらず，かつ，削除符号列よりも規模の小さい誤り訂正符号を付加する点について
はなおさら開示がないのであるから，削除符号規模よりも付加符号規模が大きくな
るように構成することは，引用発明の目的の達成を妨げる構成にほかならず，被告
の上記主張は失当である。
        (イ)　引用発明と周知例１ないし４の組合せの誤り
          ①　周知例３，４に示された周知技術は，審決が認定するように「伝送
状態に応じて，誤り訂正能力を変更した誤り訂正符号を付加すること」であるか
ら，引用発明及び周知例１，２と共に，周知例３，４に示された周知技術に接した
当業者は，周知例１，２における記録時に用いられる誤り訂正符号の訂正能力を変
更しようとするのではなく，引用発明における伝送時に用いられる誤り訂正符号
を，伝送状態に応じて，その訂正能力を変更したものに変えようと考えるのが自然
である。
            　しかし，審決は，周知例３，４に示された周知技術を，引用発明で
はなく，周知例１，２に適用し，本願補正発明の構成が得られたかのように結論付
けたものであるから誤りである。
          ②　仮に周知例３，４に示された周知技術を，周知例１，２に適用する
ことを考えると，データに誤り訂正符号を付加して記録する際に，記録の誤り率に
応じて，誤り訂正符号の訂正能力を適応的に変更する構成が得られる。
            　しかし，このような構成を引用発明に適用した場合，伝送時に用い
られた誤り訂正符号を，記録前に削除するとともに，記録の誤り率に応じて，訂正
能力を適応的に変更した誤り訂正符号を付加して記録する装置が得られるが，記録
の誤り率によっては，記録前に削除される誤り訂正符号よりも，記録前に付加され
る誤り訂正符号の方が規模が大きくなり，結果的に，記録媒体に記録される符号量
が増大して，引用発明の目的と全く反する事態が生じることとなるから，当業者
は，このような構成を引用発明に組み合わせようとは考えないというべきである。
          ③　前記のとおり，審決は，「誤り訂正符号を付加して蓄積する際，伝
送路に送信するよりも，伝送路誤りが生じないならば，誤り訂正能力の低い，すな
わち，規模の小さな誤り訂正符号を付加すれば良いことは明らかである」として，
伝送時よりも蓄積時の方が誤りが生じないと仮定しているが，引用発明の伝送時及
び周知例１，２の蓄積時における誤り率の大小関係は不明であって，周知例１，２
の蓄積時に必要とされる誤り訂正符号の規模は，引用発明の伝送時より大きいこと
もあり得るから上記仮定は失当であって，審決の認定は誤りである。
            　このように伝送時よりも蓄積時の方が必ずしも誤り率が小さいとい
えないことは，①甲１１（「放送衛星技術」日本放送出版協会　昭和５８年６月１
日発行）の６７頁の図２．１７に，「４相ＰＳＫ伝送時の受信ＣＮと誤り率」との
関係について，衛星放送サービスの伝送路におけるビット誤り率（縦軸）の変動範
囲が１０

ｰ3
～１０

ｰ10
と示されていること，②甲１２（論文「１．２Ｇｂ／ｓのディジ

タルＶＴＲの記録再生系の検討」テレビジョン学会誌Ｖｏｌ．４４．№８　１９９
０年発行）の１０７２頁左欄に，ディジタルＶＴＲの再生誤り率の目標値が１０

ｰ4
以

下であることが言及されていること，③甲１３（論文・資料「光ディスクにおける
ビット誤り特性の解析」テレビジョン学会誌Ｖｏｌ．４０．№６　１９８６年発
行）の５２８頁左欄に，光ディスクのデータ蓄積時では誤り率が１０

ｰ4
～１０

ｰ5
にな

る場合がある旨の説明がされていることからも明らかである。
      イ　取消事由２（相違点２の判断の誤り）
        　審決は，本願補正発明と引用発明との相違点２について，「引用例に記
載された発明では，圧縮符号化データの蓄積を行っており，この点で，本願発明と
相違するものではないが，データの蓄積とデータの転送は，データの移動という点
で，同様な技術であるので，引用例に記載された発明において，圧縮符号化データ
の転送を行うことも，当業者が容易になし得ることと認められる。・・・本願補正
発明の作用効果も，引用例及び周知例１～４に示される周知技術から当業者が予測



できる範囲のものである」（７頁６行～１３行）と判断した。
        　しかしながら，引用発明では，同一容量の記録媒体に，より多くの主情
報符号を記録できるようにする観点から，記録前に誤り訂正符号を削除しており，
引用発明から，記録を必要としない転送前に誤り訂正符号を削除する思想に至らな
いこと，引用発明の目的が周知例１，２に示された周知技術を適用する際の阻害要
因となることなどからすれば，引用発明において，転送前に，誤り訂正符号を符号
列からいったん削除しながら，同じく転送前に，誤り訂正符号を付加して符号列の
転送を行うことは，当業者といえども容易になし得るものではないから，審決の上
記判断は誤りである。
  ２　請求原因に対する認否
    　請求原因(1)ないし(3)の各事実は認めるが，同(4)は争う。
  ３　被告の反論
    (1)　取消事由１に対し
      ア　(ア)について
        (ア)　引用発明は，記録に不要と考えられる「伝送のための」誤り訂正符
号を削除するようにしたにすぎないものであって，記録に有益と考えられる「記録
のための」誤り訂正符号を付加することまでを，排斥しているわけではない。
          　周知例１，２からも明らかなように，記録の際にも，それに適した誤
り訂正符号を付加することが有益であることは，当業者に周知であり，当業者は，
引用発明に対しても，記録に有益な誤り訂正符号を付加することを，当然に想起す
るというべきである。
        (イ)　また，引用発明で削除される誤り訂正符号は，伝送のために付加さ
れた誤り訂正符号であり，当業者は，その規模（削除符号規模）を当然に知ってお
り，これを知らなければ誤り訂正符号の除去ができないし，周知例１，２で示され
た周知技術の採用により付加される誤り訂正符号の規模（付加符号規模）は，記録
媒体の特性と要求される信頼性の度合い等を考慮して，当業者が自ら定めるべき事
項である。
          　したがって，削除符号規模と付加符号規模の「いずれが大きいか分か
らない」などという原告が主張するような事態はあり得ず，当業者は，上記事態を
当然に回避することができる。また，伝送路と記録媒体の組合せによっては，削除
符号規模よりも付加符号規模が小さいような場合も，当然にあり得るものである。
          　さらに，上記周知技術を採用することによるメリット（信頼性が向上
することによる効果）が，それによるデメリット（記録可能主情報量が減少するこ
とによる不都合）よりも大きいと判断される場合には，当業者は当然に，上記周知
技術の採用を指向し，その結果として，削除符号規模よりも，付加符号規模の方が
大きくなるような場合であっても，記録に不要な伝送路符号を削除しない場合に比
べれば，記録媒体に記録される符号量は減少するから，引用発明の所期の目的は達
成され，引用発明の目的に何ら反するものではない。
      イ　(イ)について
        (ア)　審決は，周知例３，４に示された周知技術を，周知例１，２に適用
しているわけではなく，周知例３，４に示された「誤り訂正符号の規模は，伝送状
態等に応じて適宜選択されるべき事項である」といった知見を有する当業者が，引
用発明に周知例１，２に示された周知技術を適用する際，伝送路における伝送誤り
頻度よりも，記録媒体における伝送誤り頻度が小さいような場合には，当然に，削
除符号規模よりも，付加符号規模の方を小さくするといった趣旨の判断をしている
ものであり，その判断に誤りはない。なお，周知例３，４では，伝送状態について
の記載しかないが，誤り訂正の観点からは，伝送も記録（蓄積）も，その対象物と
しての媒体の違いにすぎず，本質的な差はない。このことは，本件補正後の請求項
１（本願補正発明）に，「蓄積または転送」と並列記載されていることなどからも
明らかである。
        (イ)　原告は，記録の誤り率によっては，記録前に削除される誤り訂正符
号よりも，記録前に付加される誤り訂正符号の方が，規模が大きくなり，結果的
に，記録媒体に記録される符号量が増大して，引用発明の目的に反する事態が生じ
ると主張するが，前記ア(イ)のとおり，原告の主張は失当である。
        (ウ)　蓄積時に必要とされる誤り訂正符号の規模が，伝送時より大きい場
合があるのと同様に，小さい場合もあることは，当業者に自明である以上，蓄積時
に付加する誤り訂正符号の規模を，引用発明で削除する誤り訂正符号の規模よりも
小さくすることは，当業者にとって容易であるから，その旨の審決の判断に誤りは



ない。
          　そもそも，本願補正発明中の「伝送路符号よりも規模の小さな誤り訂
正符号を付加」する構成自体，蓄積時の誤り発生確率が，伝送時のそれよりも小さ
い場合を仮定しなければ，技術的に無意味なことは明らかである。蓄積時の誤り発
生確率が，伝送時のそれよりも小さい場合を前提にしていることは，本願明細書
（甲７）の段落【００１８】中の「その理由は，蓄積・転送においても軽微な誤り
が発生する場合もあり」との記載からも明らかである。
          　結局のところ，周知例３，４で示された周知技術にあるように，蓄積
時に，いかなる誤り訂正を行うかは，信頼性，効率性に基づいて，当業者が決める
設計事項であるから，引用発明に周知例１，２で示された周知技術を適用して，本
願補正発明の構成を得ることは，当業者が容易になし得たことである。
    (2)　取消事由２に対し
      　本願補正発明は，「蓄積または転送」する手段を備えることを要件とする
ものであり，蓄積する手段と転送する手段のうち，いずれか一方があれば，本願補
正発明に属することが明らかである。
      　したがって，「転送」のみに着目して，審決に相違点２の判断の誤りがあ
るとする原告の主張は失当である。
第４　当裁判所の判断
  １　請求原因(1)（特許庁における手続の経緯），(2)（発明の内容），(3)（審決
の内容）の各事実は，いずれも当事者間に争いがない。
    　そこで，原告主張の審決の取消事由（請求原因(4)）について，以下，順次判
断する。
  ２　取消事由１（相違点１の判断の誤り）について
    (1)　引用発明に周知例１，２の周知技術を適用したことの誤りの有無
      ア　原告は，引用発明は，「伝送符号を記録媒体に記録するにあたり，比較
的小容量の記録媒体に多くの情報符号を記録できるようにした符号記録装置及び記
録再生装置を提供することを目的」とし，符号列から伝送路用の誤り訂正符号を記
録前に削除してより多くの主情報符号が記録できるように構成された発明であるの
に対し，周知例１，２に示された周知技術は，「データに誤り訂正符号を付加して
蓄積すること」であって，記録前に符号列に対して何らかの符号を付加するもので
あるから，「符号削除」を目的とする引用発明に「符号付加」を目的とする周知例
１，２をあえて適用しようとするのは当業者にとって不自然であって，引用発明の
上記目的は，引用発明に周知例１，２の上記周知技術を適用する際の阻害要因とな
り，しかも，誤り訂正符号が記録に有益であることが分かっている状況であれば，
既に付加されている誤り訂正符号を削除して，新たな誤り訂正符号を付加するとい
った付け替えをわざわざ行うのではなく，既存の誤り訂正符号をそのまま記録にも
利用すれば足りると発想するのが自然であるから，引用発明に周知例１，２の周知
技術を適用して，相違点１に係る本願補正発明の構成とすることが，当業者が容易
になし得るものとした審決の判断は誤りであるなどと主張する。
        (ア)　引用例（甲１）には，次のような記載がある。
          ①「特許請求の範囲」として，「(1)　主情報符号，誤り訂正符号及び前
記主情報符号及び前記誤り訂正符号の各ブロック内での位置を示す同期識別符号を
含むブロック単位で伝送された符号列を記録する装置であって，前記誤り訂正符号
及び前記同期識別符号を検出するとともに，これらを削除して記録することを特徴
とする符号記録装置。」（１頁左欄４行～１１行）。
          ②「［発明が解決しようとしている課題］」として，「上述の如きシス
テムを想定した場合に，静止画情報符号には放送波としての伝送に必要な様々な符
号が付加されている。従って，このような伝送符号をディスク状記録媒体に記録し
ようとした場合には，一般に，少数の静止画を記録する場合にも大容量の記録媒体
が必要であった。」，「本発明は斯かる背景下になされたものであって，伝送符号
を記録媒体に記録するにあたり，比較的小容量の記録媒体に多くの情報符号を記録
できるようにした符号記録装置及び記録再生装置を提供することを目的とする。」
（以上，２頁左下欄６行～１７行）。
          ③「［課題を解決するための手段］」として，「斯かる目的下におい
て，本発明によれば主情報符号，誤り訂正符号及び前記主情報符号及び前記誤り訂
正符号の各ブロック内での位置を示す同期識別符号を含むブロック単位で伝送され
た符号列を記録する装置において，前記誤り訂正符号及び前記同期識別符号を検出
するとともに，これらを削除して記録すること構成としている。」（２頁左下欄１



８行～右下欄５行）。
          ④「［作用］」として，「伝送符号中に含まれる同期信号符号及び誤り
訂正符号は，一般に記録媒体への記録に際しては不要である。これを記録時に検出
して，記録する符号列から削除してやることにより，記録媒体の容量が同一である
場合にはより多くの主情報符号が記録できる。」（２頁右下欄６行～１２行）
          ⑤「第１図は本発明の一実施例としての静止画情報及び音声情報の記録
再生装置の概略構成を示すブロック図であり，第３図，第４図は第１図の装置にお
いて記録しようとする静止画及び音声の伝送符号の伝送フォーマットを説明するた
めの模式図である。・・・本実施例において記録しようとしている静止画及び音声
の伝送符号は第３図に示す様にパケットデータフォーマットにて伝送されるものと
し，第３図において，ＦＳは１６ビットのフレーム同期符号，ＣＣは１６ビットの
フレーム制御符号であり，フレーム制御符号ＣＣは例えば以後の各パケット①～⑦
に含まれる主情報符号の内容，更にはその配置等を示す符号である。１フレームは
図示の如く夫々２８８ビットよりなる７のパケットを含み，合計２０４８ビットよ
りなる。・・・第４図においてＨＳは各パケットのヘッダ部を形成する１６ビット
の同期識別符号であり，該同期識別符号は各パケットの先頭部分であることを示す
と共にこの符号列により伝送される情報（モード）の種類を示している。・・・ま
た，同期識別符号ＨＳ，ヘッダ制御符号ＨＣの直後には１７４ビットの主情報符号
であるデータが続き，更にこのデータの後に８２ビットのエラーチェックビットが
続き，１パケットを２８８ビットで構成する。」，「本実施例の記録再生装置にお
いては，上述の符号列のうち，フレーム同期符号ＦＳ，同期識別符号ＨＳ更には８
２ビットのエラーチェックビットを削除して記録する。なぜなら，フレーム同期符
号ＦＳ，同期識別符号ＨＳはあくまでも伝送路において符号の同期や符号の識別を
するための符号であり，記録再生の際には不要であるか，もしくは多くのビット数
を必要としないからである。・・・また，ＥＣＣ（判決注・「誤り訂正符号」。２
頁左上欄４行～５行）については放送波の伝送路にて発生する誤りの訂正に適した
符号が付加されている筈であるが，この種のＥＣＣを記録再生時に用いる必要はな
いからである。」（以上，２頁右下欄１６行～３頁左下欄２行）。
          ⑥「第５図は本発明の他の実施例の静止画・音声記録再生装置の概略構
成を示すブロック図であり，図中第１図と同様の構成要素については同一番号を付
し・・・第５図の装置においては，コントロールバスＣを用いずに前述の各タイミ
ング信号の授受を図るもので，記録時にはバッファ４から拡張バスＡに送出する符
号列の中にフレーム同期信号に変わる４～８ビット程度の制御信号を付加する。こ
の制御信号の付加は，メモリ３の後段に接続されたタイミング制御信号付加回路８
により，フレーム同期分離回路５にて分離されたフレーム同期信号に従って行わ
れ，この制御信号に従いＭＰＵ４０における処理が行われる。また，ディスク装置
２２におけるセクタ分割記録は，ディスク記録回路２１に供給される符号列から上
記制御信号を分離するタイミング制御信号分離回路２６によってそのタイミングが
制御される。」，「また，再生時についても同様に，ディスク再生回路２３の出力
段に，フレーム同期信号に変わる４～８ビット程度の制御信号を付加するタイミン
グ制御信号付加回路２７を設け，この回路２７で付加した信号に従いＭＰＵ４０に
おける処理が行われる。また，バッファ１３の出力する符号列からタイミング制御
信号分離回路１７にて分離した制御信号に従い前述の空き部分の形成が行われ
る。」，「上記の如き構成によれば，第１図の例に比べ若干記録再生する符号量が
増加するが，システム全体の構成についてはより簡略化が期待できる。」（以上，
４頁右下欄６行～５頁左上欄１５行）。
        (イ)　これらの記載によれば，引用発明は，伝送符号を記録媒体に記録す
るに当たり，比較的小容量の記録媒体に多くの情報符号を記録できるようにした符
号記録装置及び記録再生装置を提供することを目的とし，引用発明の実施例におい
ては，より多くの主情報符号を記録するために，記録時に，伝送符号中に含まれ
る，伝送路の同期をとるための１６ビットのフレーム同期信号，１６ビットの同期
識別符号及び８２ビットのエラーチェックビット（誤り訂正符号）を削除する構成
（第３図・第４図。前記(ア)⑤）とともに，記録時に，フレーム同期信号を削除し
た上，これに代わる４～８ビット程度の制御信号を付加する構成（第５図。前記
(ア)⑥）が開示されていることが認められる。
          　そうすると，引用発明は，より多くの主情報符号を記録するために，
記録時に必要があれば，削除する伝送時の信号（符号）に代えて同一機能を有する
新たな信号を付加する構成をも開示しているものと認められるから，引用発明に，



伝送時に必要であった誤り訂正符号に代えて，記録時に必要な新たな誤り訂正符号
を付加することは引用発明の目的に反するものではなく，引用発明の上記目的は，
引用発明に周知例１，２の上記周知技術を適用する際の阻害要因となるものとは認
められない。
          　したがって，原告の前記主張は，その前提を欠くものであって，採用
することができない。
      イ　また，原告は，引用発明で削除される誤り訂正符号の規模と，周知例
１，２で付加される誤り訂正符号の規模は，いずれが大きいか分からないから，引
用発明に周知例１，２を適用して，誤り訂正符号の付け替えを行うと，記録前に削
除される誤り訂正符号よりも，記録前に付加される誤り訂正符号の方が，規模が大
きくなり，結果的に，記録媒体に記録される符号量が増大する事態となる旨主張す
る。
        　しかしながら，本願明細書（甲７）に，「・・・ハードディスクや半導
体メモリーなどの記憶媒体にデータを蓄積・転送する蓄積・転送系においては，伝
送系に比較するとその発生確率は少ないもののビット誤りが発生する弊害は避けら
れない。・・・この第２の実施例の構成によれば，伝送路において発生する大きな
符号誤りからデータを保護するための伝送路符号を取り除いた後に，蓄積・転送系
において発生する軽微な誤りからデータを保護する小規模な誤り訂正符号を付加す
ることにより，必要最小限のビットを増加させるだけで，蓄積・転送系における誤
りからデータを保護することができる。・・・」（甲７の段落【００２２】）との
記載があることによれば，一般に，記録時に発生する誤りの発生確率は，伝送時に
発生する誤りの発生確率と比べて小さいものであることが認められる。
        　そうすると，引用発明においても，記録時に発生する誤りの発生確率
は，伝送時に発生する誤りの発生確率と比べて小さいものと認められるから，記録
前に削除される誤り訂正符号よりも記録前に付加される誤り訂正符号の方が規模が
大きくなり，結果的に，記録媒体に記録される符号量が増大する事態となることは
ないものと認められる。
        　したがって，原告の上記主張は採用することができない。
      ウ　さらに，原告は，引用発明には受信データから誤り訂正符号を削除する
ことが開示され，周知例１，２には入力されたデータに誤り訂正符号を付加するこ
とが開示されているにすぎず，引用発明（伝送のための誤り訂正符号）及び周知例
１，２（記録のための誤り訂正符号）には，いずれも単一の誤り訂正符号が構成要
素として含まれるのみであり，引用発明及び周知例１，２にはいずれも複数の誤り
訂正符号の規模を比較する旨の技術思想は開示されていないから，複数の誤り訂正
符号の規模について全く関知しない引用発明に周知例１，２の周知技術を採用する
のは前提において無理がある旨主張する。
        　しかしながら，前記ア及びイの説示に照らせば，当業者（その発明の属
する技術の分野における通常の知識を有する者）が，引用発明に，周知例１，２に
示された周知技術（データに誤り訂正符号を付加して蓄積すること）を適用するこ
とに何ら困難性はないものと認められるから，原告の上記主張も採用することがで
きない。
    (2)　引用発明と周知例１ないし４の組合せの誤りの有無
      ア　原告は，周知例３，４に示された周知技術は，審決が認定するように
「伝送状態に応じて，誤り訂正能力を変更した誤り訂正符号を付加すること」であ
るから，引用発明及び周知例１，２と共に，周知例３，４に示された周知技術に接
した当業者は，周知例１，２における記録時に用いられる誤り訂正符号の訂正能力
を変更しようとするのではなく，引用発明における伝送時に用いられる誤り訂正符
号を，伝送状態に応じて，その訂正能力を変更したものに変えようと考えるのが自
然であり，審決は，周知例３，４に示された周知技術を，引用発明ではなく，周知
例１，２に適用し，本願補正発明の構成が得られたかのように結論付けたものであ
るから誤りである旨主張する。
        　そこで検討するに，周知例３，４に示された周知技術（伝送状態に応じ
て，誤り訂正能力を変更した誤り訂正符号を付加すること）によれば，付加する誤
り訂正符号の誤り訂正能力（すなわち，誤り訂正符号の規模）をどの程度にするか
は，当業者が，伝送状態に応じて適宜設定することのできる，技術的な設計事項で
あるものと認められる。
        　加えて，引用発明は，より多くの主情報符号を記録するために，記録時
に必要があれば，削除する伝送時の信号（符号）に代えて同一機能を有する新たな



信号を付加する構成をも開示していること，引用発明における記録時に発生する誤
りの発生確率は，伝送時に発生する誤りの発生確率と比べて小さいことは先に説示
したとおりであることからすれば，当業者が引用発明に周知例１，２に示された周
知技術（データに誤り訂正符号を付加して蓄積すること）を適用する際に，周知例
３，４に示された周知技術を参酌して，付加する誤り訂正符号は伝送時よりも規模
の小さなもので足りることに容易に想到することができたものと認められる。
        　したがって，引用発明に，周知例１ないし４に示された周知技術を適用
して，引用発明において，伝送路符号を取り除くと共に，伝送路符号よりも規模の
小さな誤り訂正符号を付加するデータ加工手段を有するようにすること（相違点１
の構成）は，当業者が容易になし得たものと認められる旨の審決の判断に誤りはな
く，原告の上記主張は採用することができない。
      イ　原告は，仮に周知例３，４に示された周知技術を，周知例１，２に適用
することを考えると，データに誤り訂正符号を付加して記録する際に，記録の誤り
率に応じて，誤り訂正符号の訂正能力を適応的に変更する構成が得られ，このよう
な構成を引用発明に適用した場合，伝送時に用いられた誤り訂正符号を，記録前に
削除するとともに，記録の誤り率に応じて，訂正能力を適応的に変更した誤り訂正
符号を付加して記録する装置が得られるが，記録の誤り率によっては，記録前に削
除される誤り訂正符号よりも，記録前に付加される誤り訂正符号の方が規模が大き
くなり，結果的に，記録媒体に記録される符号量が増大して，引用発明の目的と全
く反する事態が生じることとなるから，当業者は，このような構成を引用発明に組
み合わせようとは考えない，また，審決は，伝送時よりも蓄積時の方が誤りが生じ
ないと仮定しているが，引用発明の伝送時及び周知例１，２の蓄積時における誤り
率の大小関係は不明であって，周知例１，２の蓄積時に必要とされる誤り訂正符号
の規模は，引用発明の伝送時より大きいこともあり得るから上記仮定は失当である
旨主張する。
        　しかしながら，先に説示したとおり，引用発明における記録時に発生す
る誤りの発生確率は，伝送時に発生する誤りの発生確率と比べて小さいことに照ら
すと，結果的に，記録媒体に記録される符号量が増大して，引用発明の目的と全く
反する事態が生じることはなく，伝送時よりも蓄積時（記録時）の方が誤りが生じ
ないものと認められるから，原告の上記主張は，その前提を欠き，採用することが
できない。
    (3)　したがって，原告主張の取消事由１は理由がない。
  ３　取消事由２（相違点２の判断の誤り）について
    (1)　原告は，引用発明では，同一容量の記録媒体に，より多くの主情報符号を
記録できるようにする観点から，記録前に誤り訂正符号を削除しており，引用発明
から，記録を必要としない転送前に誤り訂正符号を削除する思想に至らないこと，
引用発明の目的が周知例１，２に示された周知技術を適用する際の阻害要因となる
ことなどからすれば，引用発明において，転送前に，誤り訂正符号を符号列からい
ったん削除しながら，同じく転送前に，誤り訂正符号を付加して符号列の転送を行
うことは，当業者といえども容易になし得るものではないから，これをなし得ると
した審決の判断は誤りである旨主張する。
      　しかしながら，本願補正発明は，本件補正後の請求項１記載のとおり，
「・・・データ加工手段と，前記データ加工手段により前記伝送路符号が取り除か
れると共に，前記規模の小さな誤り訂正符号が付加された圧縮符号化データを蓄積
または転送する手段とを備えることを特徴とする圧縮符号化データの蓄積または転
送装置」であって，蓄積する手段と転送する手段のうち，いずれか一方があれば，
本願補正発明に属することが明らかであること，引用発明は，上記蓄積する手段を
備えていることからすれば，審決認定の相違点２は，本願補正発明と引用発明の実
質的な相違点であるものとは認められないし，また，「転送」のみに着目して審決
に相違点２の判断の誤りがあるとすることもできない。
      　したがって，原告の上記主張は採用することができない。
    (2)　したがって，原告主張の取消事由２も理由がない。
  ４　結論
    　以上によれば，原告の本訴請求は理由がないから，これを棄却することとし
て，主文のとおり判決する。
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